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全国司法書士女性会岡山研修会を開催しました 

岡山支部 新 田 祐 子 

 

 ８月１日土曜日、岡山県司法書士会館で全国女性司法書士会の研修会を開催

しました。当日は、花火大会とうらじゃ祭りというお祭り真っ只中にも関わら

ず、子供連れもＯＫの研修会に約３０名（子供含む）が出席していただき、大

盛況でした！ 

 第一部は弁護士中野希美先生による「離婚相談実務の基礎」、第二部はセラピ

ストの佐々木彩乃さんによる「女性司法書士のためのリラックスヨガ講座」と

いうプログラムでした。第一部は男女問わず受講可、第二部は女性限定で受講

可の、珍しい試みでした。 

 小さな子供のいる司法書士にとっては、研修に出ることもなかなか難しいと

いう声を聞きました。女性会スタッフと一緒に子供を見ながら、ヨガで楽しく

交流できるという研修は女性会ならではの企画だったと思います。子供たちが、

最後までおりこうさんにしていてくれたことが、とても印象に残った研修会と

なりました。ご出席いただいた皆様、ご協力いただいた皆様、本当にありがと

うございました。 

 

 

 この研修会のレジュメを講師の中野希美先生のご了解を得て別添させていた

だきました。 

 又、三宅理事による感想文と合わせて読んでいただくと、よりわかりやすい

と存じます。ぜひご参考にしてください。 

 

 又、全国司法書士女性会では、今回のような親子参加型の研修会を行う予定
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です。 

お子さんを一人でお留守番をさせられない 預ける人がいないという理由

で、様々な研修に参加できないという、優秀な司法書士のみなさんは多いこと

と思います。 

会場には少し遠いかな と思われる方も、ちょっとした遠足気分で 親子で

出かけられることでしょう。 

  

 

「離婚相談実務の基礎」研修会報告 

理事 三宅美智子 

 

 全国司法書士女性会研修会が平成２７年８月１日「離婚相談実務の基

礎」と題して、大阪弁護士会の中野希美弁護士を講師にお招きして、岡

山県司法書士会館において開催されました。 

 裁判事務を取り扱う司法書士事務所では、いつの時代においても離婚

事件は普遍的事件である上に、今年１０月の日司連総会の懸案事項は司

法書士法の改正で、改正の目玉は家事代理権取得であるため、今回の研

修は時宣を得たテーマでした。 

 講師の中野希美弁護士は大阪家庭裁判所で２年間家事調停官を勤めら

れた先生で、協議離婚を中心に講義をされました。 

 以下は、その報告です。 

 

１．はじめに 

  離婚の相談は、どのようなルートを辿って離婚というゴールにたど

り着くかを見定め、離婚に至るルートを確認した上で離婚相談におけ

るチェック項目を検討し、実際の離婚手続（離婚に伴うその他の手続

含む）について協議離婚を中心に紹介された。 
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２．離婚の流れ 

（１）協議離婚が成立するか否かは離婚の他に①親権②養育費③面会交

流④財産分与⑤慰謝料⑥年金分割等に争いがあるか否かで決まる。 

（２）上記（１）の①～⑥に争いがなければ協議離婚が成立し、離婚条

件につき公正証書等の作成の要否を検討する。 

（３）上記（１）の①～⑥に争いがあれば訴訟になるが、離婚訴訟の場

合、調停前置主義がとられている関係で夫婦関係調整調停を申し立

て調停が成立すれば調停離婚となり、調停が不成立であれば訴訟へ

移行する。 

 

３．離婚相談におけるチェック項目とその意味 

 ① 婚姻期間・婚姻に至るまでの概要 

   ・慰謝料算定基礎事案 

    離婚原因が不貞でも婚姻期間が長い（15年以上）の場合は200

万～300万円、短い場合は100万～150万円 

   ・年金分割の要否の判断要素 

   ・離婚原因の判断要素（本人の話だけではわからない） 

 ② 家族構成（特に未成年の子の有無・生年月日・就学の有無等） 

   ・親権者指定の要否（子が小さい程争われる。争い高い５～６才、

低い17～18才） 

   ・面会交流の必要性の判断要素 

   ・別居未定の場合の別居の可否の判断要素（子を連れて別居の可

能性） 

 ③ 未成年の子がいる場合、主な養育者は誰か 

   ・親権者の判断要素（小学生以下の子の場合、多少の難点あって
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も今までの環境を保持し、中学生以上は子の意思・希望による） 

   ・別居の際の同伴の適否（夫が子を連れて別居した場合、妻は子

の引渡を求める） 

 ④ 夫婦双方の職業の有無・年収 

   ・年金分割の可否 

   ・婚姻費用・養育費の算定基礎 

   ・共有財産（退職金）の発見 

 ⑤ 離婚を既に話し合っているか・どちらが希望しているか 

   ・協議離婚の可否等手続選択の判断要素 

 ⑥ 離婚の理由は何か・その証拠の有無 

   ・手続選択の判断要素（離婚訴訟まで見据えられるか） 

   ・慰謝料の判断要素 

   ・立証の可否の判断要素（不貞・暴力の場合立証困難） 

 ⑦ 別居の有無・時期・子がいる場合の同伴の有無 

   ・身体の安全を図る必要性の判断要素 

   ・親権取得の可否の判断要素 

   ・婚姻費用請求の要否の判断要素（専業主婦・パート） 

 ⑧ 別居未了の場合の別居の要否・可否 

   ・身体の安全を図る必要性の判断要素 

   ・親権取得の可否の判断要素 

   ・別居後の生活保護受給の要否の判断要素 

   ・婚姻費用請求の要否の判断要素 

 ⑨ 共有財産の有無・内容 

   ・財産分与の可否等の判断要素 

 ⑩ 住宅ローンの有無・債務者／連帯保証人等 
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   ・財産分与の際に予想される争点の発見 

 

４ 離婚のための手続等 

（１）協議離婚（離婚条件は作成もして一括解決） 

  当事者間に離婚及び離婚条件（慰謝料・親権・養育費・面会交流・

財産分与・年金分割）に争いがない場合 

 ア 慰謝料 

   相場と履行可能性 

 イ 親権・養育費・面会交流（離婚成立し養育費のみ不成立の場合は

養育費の審判求める） 

   養育費相場と履行可能性 

   面会交流の履行可能性→他機関の利用の要否（裁判所は面会交流

は重要と考えている） 

 ウ 財産分与 

   現住居の維持と住宅ローン問題 

 エ 年金分割 

   年金分割合意の必要性→婚姻期間に平成２０年４月以前を含む 

   年金分割のための情報通知書（原本）の取得（年金事務所で） 

 オ その他 

 （ア）公正証書作成の要否 

   □将来の差押えの要否・見込みの検討 

    差押え禁止債権：原則 給与等債権の税金等控除後の金額の３

／４ 

            例外 給与等債権が政令で定める限度額（６

６万円）以上の場合は税金等及び３３万
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円を控除した残額 

               養育費の場合は給与等の債権の１／２ 

   □強制執行認諾文言 

   □公正証書正本送達証明 

   □年金分割（ただし、公証人認証の私書証書もあり） 

 （イ）不動産名義の変更等を伴う場合の登記手続 

 （ウ）離婚届不受理届の提出の有無とその取下げ 

 

 

 

 

全国司法書士女性会 総会のご案内は別添のとおりです。 

 

今後の予定 

１１月２８日各士業女性合同研修会を 

大阪弁護士会館にて テーマ「マイナンバー制度」 を行います。 

詳細は、後日のFAX通信でお知らせいたします。 乞うご期待です。 

 



全国司法書士女性会研修会(2015.8.1) 

離婚相談実務の基礎(弁護士中野希美) 
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※ 許可のない転載、複写、配布等はご遠慮ください。 

離婚相談実務の基礎 

 

１ はじめに 

離婚の相談では、これからどのようなルートを辿って離婚というゴールにた

どり着くかをまず見定める必要があります。そこで、本日は、まず離婚に至る

ルートを確認した上で、離婚相談におけるチェック項目を検討し、その上で、

実際の離婚の手続（離婚に伴うその他の手続含む）について、協議離婚を中心

にご紹介したいと思います。 

 

２ 離婚の流れ 

    

 

            □ 協議離婚の可否 

             □ 離婚 

             □ 親権 

             □ 養育費 

             □ 面会交流 

             □ 財産分与 

             □ 慰謝料 

             □ 年金分割 

        ○             × (紛争性の高い場合、弁護士

への移行を検討) 

         ↓             ↓ 

        

 

□ 公正証書等の作成の要否    □ 付随する申立の要否 

                      □ 婚姻費用分担 

                      □ 年金分割 

                      □ 保全処分(仮差押・仮処分) 

                        ↓ 

 

 

 

 

離婚相談 

協議離婚成立 夫婦関係調整調停 

離 婚 訴 訟 
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離婚相談実務の基礎(弁護士中野希美) 
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※ 許可のない転載、複写、配布等はご遠慮ください。 

３ 離婚相談におけるチェック項目とその意味 

① 姻時期・婚姻に至るまでの概要 

    慰謝料算定の基礎要素 

    年金分割の要否の判断要素 

    離婚原因の判断要素 

  ② 家族構成（特に未成年の子の有無・生年月日・就学の有無等） 

    親権者指定の要否→予測される大きな争点の発見 

    面会交流の必要性の判断要素     

    別居未定の場合の別居の可否の判断要素 

  ③ 未成年の子がいる場合、主な養育者は誰か 

    親権者の判断要素 

    別居の際の同伴の適否 

  ④ 夫婦双方の職業の有無・年収 

    年金分割の可否 

    婚姻費用・養育費の算定基礎 

    共有財産（退職金）の発見 

  ⑤ 離婚を既に話し合っているか・どちらが希望しているか 

    協議離婚の可否等手続選択の判断要素 

  ⑥ 離婚の理由は何か・その証拠の有無 

    手続選択の判断要素（離婚訴訟まで見据えられるか） 

    慰謝料の判断要素 

    立証の可否の判断要素 

  ⑦ 別居の有無・時期・子がいる場合の同伴の有無 

    身体の安全を図る必要性の判断要素 

    親権取得の可否の判断要素 

    婚姻費用請求の要否の判断要素 

  ⑧ 別居未了の場合の別居の要否・可否 

    身体の安全を図る必要性の判断要素 

    親権取得の可否の判断要素 

    別居後の生活保護受給の要否の判断要素 

    婚姻費用請求の要否の判断要素 

  ⑨ 共有財産の有無・内容 

    財産分与の可否等の判断要素 

  ⑩ 住宅ローンの有無・債務者／連帯保証人等 

    財産分与の際に予想される争点の発見 
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離婚相談実務の基礎(弁護士中野希美) 
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※ 許可のない転載、複写、配布等はご遠慮ください。 

 

４ 離婚のための手続等 

(1) 協議離婚 

当事者間に離婚及び離婚条件（慰謝料・親権・養育費・面会交流・財産分

与・年金分割）に争いがない場合 

ア 慰謝料 

  相場と履行可能性  

イ 親権・養育費・面会交流 

養育費相場と履行可能性 

  面会交流の履行可能性→他機関の利用の要否 

ウ 財産分与 

  現住居の維持と住宅ローン問題 

エ 年金分割 

  年金分割合意の必要性→婚姻期間に平成２０年４月以前を含むか？ 

年金分割のための情報通知書(原本)の取得 

  オ その他 

   (ｱ) 公正証書作成の要否 

□ 将来の差押えの要否・見込みの検討 

差押え禁止債権：原則 給与等債権の税金等控除後の金額の３／４ 

            例外 給与等債権が政令で定める限度額（６６万

円）以上の場合は税金等及び３３万円を控除

した残額 

               養育費の場合は給与等の債権の１／２ 

  □ 強制執行認諾文言 

□ 公正証書正本送達証明 

  □ 年金分割（ただし、公証人認証の私書証書もあり） 

(ｲ)  不動産名義の変更等を伴う場合の登記手続  

(ｳ) 離婚届不受理届の提出の有無とその取下げ 
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離婚相談実務の基礎(弁護士中野希美) 
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※ 許可のない転載、複写、配布等はご遠慮ください。 

(2) 裁判離婚  

 

      □ 管轄：本案審判(又は調停)が係属する家庭(又は高等)裁判所 

      □ 被保全債権等：婚姻費用、養育費、財産分与、子の引渡、監護

権 

 

通常の保全処分(仮差押え・仮処分） 

      □ 管轄：本案訴訟(又は調停)が係属する家庭(又は高等)裁判所又

は仮に差し押さえるべき物若しくは係争物の所在地を管

轄する地方裁判所 

      □ 被保全債権：財産分与・慰謝料 

                ↓ 

 

      □ 調停前置主義 

      □ 管轄：相手方住所地の家庭裁判所(原則) 

               ↓ 

 

     □ 管轄：相手方住所地の家庭裁判所(原則) 

 

   

(参考―調停申立書式等) 

 最高裁ＨＰ 

http://www.courts.go.jp/saiban/syosiki_kazityoutei/index.html 

 東京家裁ＨＰ 

http://www.courts.go.jp/tokyo-f/saiban/tetuzuki/syosiki02/ 

 養育費・婚姻費用算定表 

 http://www.courts.go.jp/tokyo-f/saiban/tetuzuki/youikuhi_santei_hyou/ 

 

 

以 上 

本案前の保全処分（仮差押え・仮処分） 

夫婦関係調整調停 

離 婚 訴 訟 

http://www.courts.go.jp/saiban/syosiki_kazityoutei/index.html
http://www.courts.go.jp/tokyo-f/saiban/tetuzuki/syosiki02/
http://www.courts.go.jp/tokyo-f/saiban/tetuzuki/youikuhi_santei_hyou/

